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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　印刷版支持体のコーティングの焼き付け方法であって、印刷版はアルミニウムまたはア
ルミニウム合金を支持体材料として備え、この場合前記印刷版は焼き付け温度に加熱され
、この温度に所定時間維持され、その後冷却される、方法において、
　少なくとも１５０℃と前記焼き付け温度との間、好ましくは１００℃と前記焼き付け温
度との間、の温度範囲において、前記加熱中および前記冷却中に前記印刷版の長手方向の
ラインに沿って測定された前記印刷版の金属温度の温度差は４０ｃｍの長さにわたって最
大４０℃であり、前記長手方向に垂直なラインに沿って測定された前記印刷版の前記金属
温度の前記温度差は前記加熱中および前記冷却中に１０℃未満である、ことを特徴とする
方法。
【請求項２】
　前記焼き付けは炉内で不連続に、好ましくはバッチ炉内で、または不連続に作動する連
続炉内で、行われることを特徴とする、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　少なくとも１５０℃と前記焼き付け温度との間、好ましくは１００℃と前記焼き付け温
度との間、の温度範囲において、前記長手方向に垂直なラインに沿って測定された前記加
熱中および前記冷却中の前記印刷版の前記金属温度の前記温度差は、最大５℃、好ましく
は最大２℃、であることを特徴とする、請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
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　少なくとも４００ｍｍの幅と少なくとも６００ｍｍの長さとを有する、好ましくは少な
くとも１０００ｍｍの幅と少なくとも２０００ｍｍの長さとを有する、印刷版支持体が前
記焼き付け工程にかけられることを特徴とする、請求項１～３の何れか一項に記載の方法
。
【請求項５】
　前記印刷版の金属の前記焼き付け温度は２２０℃と３２０℃との間であって焼き付け時
間が１分と１５分との間である、好ましくは２４０℃～３００℃であって焼き付け時間が
２分～１０分である、ことを特徴とする、請求項１～４の何れか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記印刷版は移送手段を用いて移送され、前記移送手段は、前記印刷版支持体からの前
記移送手段経由の熱放散を防止することを特徴とする、請求項１～５の何れか一項に記載
の方法。
【請求項７】
　前記冷却中に前記印刷版支持体全体が制御された方法で同時に冷却されるように、前記
冷却は冷却手段、特に対流冷却媒体、を用いて行われることを特徴とする、請求項１～６
の何れか一項に記載の方法。
【請求項８】
　請求項１～７の何れか一項に記載の方法を実施するための連続炉であって、印刷版を加
熱して焼き付け温度に維持するための焼き付け区域と、焼き付け対象の前記印刷版を前記
焼き付け区域内に移送する手段と、前記印刷版を前記焼き付け区域から移送する手段とを
有する、連続炉において、
　前記連続炉（３）の前記焼き付け区域（４）は少なくとも前記印刷版（１）のサイズで
あり、前記印刷版（１）を前記焼き付け区域（４）内に移送する前記手段（２）および前
記印刷版（１）を前記焼き付け区域（４）から移送する前記手段（２）は、前記印刷版（
１）の前記焼き付け区域（４）内への、および前記焼き付け区域（４）からの、不連続な
移送のために設計されることを特徴とする連続炉。
【請求項９】
　前記印刷版（１）を前記連続炉（３）の前記焼き付け区域（４）内に、および前記焼き
付け区域（４）から、移送する前記手段（２）として不連続に作動可能なワイヤベルトコ
ンベアが設けられることを特徴とする、請求項８に記載の連続炉。
【請求項１０】
　前記印刷版（１）を前記焼き付け区域（４）内に、および前記焼き付け区域（４）から
、移送する前記手段（２）は、前記印刷版（１）との接触領域に使用される材料および／
または形状により、１Ｗ／ｍＫ未満の熱伝導率を前記接触領域に有することを特徴とする
、請求項８または９に記載の連続炉。
【請求項１１】
　入口区域（７）が設けられ、そこで前記印刷版（１）が室温から最大１５０℃に、好ま
しくは最大１００℃に、加熱され得、そこから前記印刷版（１）が前記焼き付け区域内に
移送され得ることを特徴とする、請求項８～１０の何れか一項に記載の連続炉。
【請求項１２】
　出口区域（８）が設けられ、そこで前記印刷版（１）が前記焼き付け温度から１００℃
未満に、好ましくは５０℃未満に、または３０℃未満に、冷却されることを特徴とする、
請求項８～１１の何れか一項に記載の連続炉。
【請求項１３】
　前記入口区域（７）および前記出口区域（８）は緩衝域または貯蔵域として設計され、
加熱対象または冷却対象の複数の印刷版（１）を収容できることを特徴とする、請求項８
～１２の何れか一項に記載の連続炉。
【請求項１４】
　洗流装置（９）が設けられ、前記洗流装置（９）は前記出口区域（８）の出口側に設け
られ、そこで前記印刷版（１）が流体洗流媒体で洗流され、更に冷却されることを特徴と
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する、請求項８～１３の何れか一項に記載の連続炉。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、印刷版のコーティングの焼き付け方法であって、印刷版はアルミニウムまた
はアルミニウム合金を印刷版支持体材料として備え、この場合印刷版は焼き付け温度に加
熱され、この温度に所定時間維持され、その後に冷却される、方法に関する。また、本発
明は、本発明による方法を実施するための連続炉にも関する。
【背景技術】
【０００２】
　オフセット印刷版は、厚さが０．１～０．５ｍｍのアルミニウム板金製の肉薄の印刷版
支持体と、このアルミニウムに施された通常は感光層の形態のコーティングとで主に構成
され、このコーティングは、用途に応じて熱的加熱による焼き付けが可能である。感光層
は、温度効果によって化学的に架橋されるか、または化学的に硬化する。印刷版支持体上
のコーティングの焼き付け、以下においては印刷版の焼き付けと呼称、のための方法およ
び装置が特許文献１に開示されている。この場合、またはこれによって、連続炉として設
計された焼き付け炉に複数の印刷版が連続的に送り込まれることによって、これら印刷版
は連続焼き付け工程にかけられる。上記の特許文献１においては、印刷版上に不均一な温
度分布が生じると、印刷版が変形しがちであることが分かっている。これを回避するため
に、複数の措置が提案されている。一方では、加熱中に印刷版を僅かに変形させることと
、プレストレスの導入によって印刷版のランダムな波打ち形成を回避することとが提案さ
れている。更に、搬送方向を横切る方向にその両端縁に向かうほど強度が増す放射源によ
って幅全体にわたって均一な温度分布を実現しようとしている。最後に、この目的を達成
するために、放射源の温度を変化させることと、加熱された搬送手段とが更に使用されて
いる。炉領域内への印刷版の入口速度ならびに炉領域からの出口速度も炉領域内の搬送速
度より高速化する必要がある。
【０００３】
　温度分布をできる限り均質に設計するためのさまざまな措置が従来技術から公知である
が、焼き付け工程後の変形に関する諸問題は、特に大判印刷版支持体の場合に発生する。
従来技術で提案された諸措置にも拘らず、連続焼き付けの場合の変形は極めて大きいため
、印刷版支持体が或る程度まで使用不能になり得る。特に、これは、表面が大きな印刷版
支持体の場合に発生することが多い。印刷版の変形の波高は、部分的には６ｍｍより大き
い。特に、印刷版支持体における金属温度のどの温度勾配が実際に大きな波打ち形成を招
いているのかはこれまで知られていなかったため、波打ち形成の回避または低減が狙いど
おりに実現されなかった。したがって、特許文献１もこれをランダムな波打ち形成と称し
ている。また、アルミニウム支持体の内部応力または熱処理工程によって導入された応力
が焼き付け後の印刷版支持体の波打ち形成に関連するかどうかは知られていなかった。特
許文献１において言及されている諸措置は、主に、均一な温度分布を実現しようとするも
のである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】独国特許出願公開第４１　３４　１６１（Ａ１）号
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　したがって、本発明の目的は、焼き付け工程後の変形を特に最小化できる、印刷版、ま
たはコーティングされた印刷版支持体、特に大判印刷版、の焼き付け方法を提案すること
である。また、本発明による方法を実施可能な連続炉も提案される。
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【０００６】
　本発明の第１の教示によると、上記目的は、少なくとも１５０℃と焼き付け温度との間
、好ましくは１００℃と焼き付け温度との間、の温度範囲において、加熱中および冷却中
に印刷版の長手方向のラインに沿って測定された印刷版の金属温度の温度差が４０ｃｍの
長さにわたって最大４０℃、最大３０℃、または最大２０℃であり、長手方向に垂直なラ
インに沿って測定された印刷版の金属温度の温度差が加熱中および冷却中に１０℃未満で
ある、ことによって達成される。
【０００７】
　１５０℃と焼き付け温度との間、または１００℃と焼き付け温度との間、の温度範囲に
おいて、加熱工程および冷却工程の両方が焼き付け中の金属温度の温度差に関して極めて
重要であることが認識されている。この理由は、印刷版の各領域が被る塑性変形および弾
性変形の程度がそれぞれ異なるからである。加熱中の均一な温度分布が印刷版の変形を減
らすことにつながるのは確かに知られている。ただし、冷却工程も極めて重要な役割を果
たすという事実はこれまで知られていなかった。温度差に対する印刷版の感受性は、長手
方向より横方向の方が高いこともシミュレーションによって分かった。連続炉内では複数
の印刷版が通常は同様に位置合わせされて移送されるので、この場合の長手方向は移送方
向に相当する。したがって、この場合の横方向は移送方向に常に垂直である。したがって
、本発明による温度差を維持することによって、焼き付け後の印刷版支持体の場合の望ま
しくない波打ち形成を著しく減らすことが可能である。このことは、感受性が特に高い、
大判の、または表面が大きな、印刷版支持体に特に当てはまる。
【０００８】
　焼き付けは、炉内で不連続に、好ましくはバッチ炉において、または不連続に作動され
る連続炉において、行われることが好ましい。焼き付け工程の不連続な進行は、特許文献
１の教示とは対照的に、印刷版の不連続焼き付け時に印刷版全体を実質的に同時に焼き付
け温度に加熱可能であるので有利である。これにより、焼き付け温度への加熱中の印刷版
上の温度差が減る。特許文献１に記載のバッチ炉の諸欠点は、連続炉をバッチ炉と同様に
不連続に作動させることによって、回避できる。このために、個々の印刷版は連続炉内に
極めて短時間で導入され、焼き付け区域内に完全に挿入される。この連続炉内で、印刷版
は、焼き付け工程が完了するまで焼き付け区域に静止状態で留まることができ、その後に
焼き付け区域の外に完全に移送される。特許文献１と異なり、焼き付け区域内への印刷版
の挿入は、印刷版が焼き付け区域内に完全に配置されないうちは印刷版の加熱が大幅に開
始されないような速度で行われる。従来技術では連続炉の焼き付け区域内への印刷版全体
の連続送り込みの所要時間が約２分であるが、本発明によると、印刷版は焼き付け区域内
に最大１分以内に、好ましくは最大３０秒または２０秒以内に、特に好ましくは最大１０
秒または５秒以内に、移送される。
【０００９】
　１つの実施形態によると、この目的のために、個々の印刷版は２５ｍｍ／ｓ～１０００
ｍｍ／ｓの速度で炉内に完全に挿入され、静止状態で焼き付けが行われ、焼き付け工程後
、２５ｍｍ／ｓ～１０００ｍｍ／ｓの速度で炉から出される。この場合、連続炉の焼き付
け区域のサイズは、少なくとも印刷版のサイズに相当する必要がある。炉から出された後
、本発明による温度勾配を容易に維持できるように、冷却が長さおよび幅にわたって一様
に行われる。このアプローチを使用すると、この点に関して望ましくない波打ち形成を積
極的に最小化できる。あるいは、複数の印刷版の焼き付けを同時に行うために、公知の諸
欠点を有するバッチ炉も使用できる。この場合、本発明による温度勾配を維持すると、印
刷版の良好な平坦特性も実現される。
【００１０】
　本方法の別の実施形態によると、少なくとも１５０℃と焼き付け温度との間、好ましく
は１００℃と焼き付け温度との間、の温度範囲において、長手方向に垂直なラインに沿っ
て測定された加熱中および冷却中の印刷版の金属温度の温度差は、最大５℃、好ましくは
最大２℃、であることによって、印刷版の変形を更に減らすことができる。これにより、
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加熱および冷却の両工程によって印刷版のアルミニウム板金に発生する応力が著しく減り
、変形が効果的に低減、または抑止さえされる。
【００１１】
　少なくとも３００ｍｍの幅と少なくとも４５０ｍｍの長さとを有する、好ましくは少な
くとも１０００ｍｍの幅と少なくとも１４００ｍｍの長さとを有する、印刷版支持体が使
用される場合は、焼き付けされたコーティングを有する、例えば幅・長さの判型が１３５
０ｍｍ×２８００ｍｍまたは１６００ｍｍ×２９００ｍｍの、特に大判印刷版支持体を設
けることができ、これらは焼き付け後の変形が特に小さい。
【００１２】
　本方法の別の実施形態によると、印刷版の金属の焼き付け温度が２２０℃と３２０℃と
の間で１分と１５分との間の焼き付け時間、好ましくは２４０℃～３００℃で２分～１０
分の焼き付け時間、であることによって、印刷版のコーティングの十分な硬化および焼き
付けが行われる。焼き付け温度を選択するとき、印刷版支持体材料の軟化を特に考慮する
必要がある。この場合、全体的に温度レベルが低いほど、焼き付け後の印刷版の変形も小
さくなる。
【００１３】
　本方法の別の実施形態によると、焼き付け工程中、印刷版は移送手段によって移送され
る。この場合、印刷版支持体から移送手段への熱放散を防止する、または著しく減らす、
移送手段が用いられる。これにより、移送手段が印刷版の温度分布に及ぼす影響が著しく
減るので、印刷版の均質な温度分布が印刷版の移送によって妨害されない。例えば、熱伝
導率が特に低い、すなわち、例えば１Ｗ／ｍＫ未満の、材料、例えば耐熱性プラスチック
またはエポキシ樹脂、を備えた移送手段が考えられる。更に、移送手段と印刷版との接触
を表面積の点で最小化することによって、この縮小された接触面によって移送手段から印
刷版への、または印刷版から移送手段への、熱伝達を著しく減らすことができると考えら
れる。あるいは、従来技術から公知のように、加熱された移送手段を使用する可能性が存
在する。ただし、この場合も、移送手段との接触点における望ましくない熱放散ひいては
非均質な温度低下が防止されるように、移送手段は、理想的には熱伝導率が低い材料から
成る。
【００１４】
　冷却は、冷却中に印刷版支持体全体が制御された方法で同時に冷却されるように、冷却
手段を用いて、特に対流冷却媒体を用いて、行われることが特に好ましい。印刷版支持体
の冷却が印刷版支持体を区間ごとにカバーするのではなく、常に前記印刷版支持体をその
全表面にわたって均一に冷却するように、冷却工程を不連続に行うこともできる。例えば
、これは、調質されたガス状冷却媒体によって行うことができる。冷却工程が印刷版支持
体全体を長さおよび幅方向に一様にカバーするように注意を払う必要がある。印刷版は、
焼き付け温度から最大１００℃未満に、好ましくは最大５０℃未満に、または最大３０℃
未満に、出口区域において冷却されることが好ましい。
【００１５】
　したがって、洗浄媒体による極めて急速な冷却中に温度差を小さく維持するために、液
状媒体を使用する「自動洗浄機」内への挿入は、最大１００℃未満、好ましくは最大５０
℃未満、特に好ましくは最大３０℃未満、まで冷却された後にのみ行われる必要がある。
【００１６】
　本発明の別の教示によると、上記目的は、印刷版を加熱して焼き付け温度に維持するた
めの焼き付け区域と、焼き付け対象の印刷版を焼き付け区域内に移送する手段と、印刷版
を焼き付け区域から移送する手段とを有する連続炉によって、この連続炉の焼き付け区域
が少なくとも印刷版のサイズであり、印刷版を焼き付け区域内に移送する手段および印刷
版を焼き付け区域から移送する手段が焼き付け区域内への、および焼き付け区域からの、
印刷版の移送を不連続に行うべく設計されることで、達成される。
【００１７】
　印刷版を連続炉の焼き付け区域内に、および焼き付け区域から、移送する手段が本発明
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による不連続な移送をもたらすのは、印刷版が焼き付け区域内に完全に配置されないうち
は印刷版が著しく加熱されないように、移送手段が印刷版を適した速度で焼き付け区域内
に移送できる場合である。例えば、これは、移送手段を用いて最大１分後、最大３０秒後
、特に好ましくは最大２０秒後、または最大１０秒後、または最大５秒後に印刷版が焼き
付け区域内に完全に配置され、そこでその表面全体にわたって加熱されることで実現でき
る。これにより、印刷版全体が同時に、実質的に静止状態で、加熱されるので、加熱中の
温度差が著しく減る。焼き付け区域からの取り出しには、焼き付け区域からの完全な取り
出しを最大１分以内、最大３０秒以内、または好ましくは最大２０秒以内、で行う移送手
段が必要とされる。焼き付け区域内への印刷版の挿入ならびに取り出しのための時間が短
いことによって、上記のように、加熱を、更には冷却を、実質的に表面全体にわたって、
実際に静止状態で、行えるので、より小さい温度差または勾配の実現が保証される。
【００１８】
　連続炉の１つの実施形態によると、印刷版を焼き付け区域内に、および焼き付け区域か
ら、移送する手段として不連続に作動可能なワイヤベルトコンベアが少なくとも１つ設け
られることが好ましい。ワイヤベルトコンベアは、一方では、熱放散ひいては温度差を生
じさせる移送手段と印刷版との間の大きな面接触なしに、印刷版を容易に移送する可能性
をもたらす。従来技術から公知のものとは異なり、このワイヤベルトコンベアは不連続に
作動可能である、すなわち、ワイヤベルトコンベアの搬送速度は、連続炉内の印刷版の位
置に応じて可変である。例えば、ワイヤベルトコンベアは印刷版を連続炉の焼き付け区域
内に高速で搬送でき、印刷版が焼き付け区域内に入るや否や速度をゼロまたはほぼゼロに
下げ、焼き付け後の印刷版を焼き付け区域から高速で取り出すことができる。
【００１９】
　１つの実施形態によると、印刷版を連続炉の焼き付け区域内に、および焼き付け区域か
ら、移送する手段は、その形状により、印刷版との接触領域に熱伝導率が低い材料および
／または小さい接触面を有する。これら措置の目的は、移送中の印刷版からの熱放散を減
らすことである。熱伝導率が例えば１Ｗ／ｍＫ未満と低く、更に接触面も小さい材料は、
熱伝導を更に減らすことができ、ひいては焼き付け中および冷却中の印刷版における小さ
い温度差の実現に寄与できる。小さな接触面は、例えば、移送手段と印刷版との間に接線
接触のみが生じるように、隆起および湾曲させた接触領域によって実現される。移送手段
の温度を印刷版の温度に適合させ、低い熱放散のみを許容するために、原則として、加熱
された、または加熱され得る、移送手段を使用することもできる。
【００２０】
　本発明の別の実施形態により入口区域が設けられ、そこで印刷版が室温から最大１５０
℃に、好ましくは最大１００℃に、加熱され、そこから印刷版を焼き付け区域に移送でき
る場合は、焼き付け区域との温度差を緩やかに減らすことができるので、焼き付け温度へ
の加熱中に印刷版上に大きな温度差が生じる危険性が低減される。これら温度までは、印
刷版の機械的特性が著しく変化しないことも分かっている。したがって、入口区域におい
ては印刷版の望ましくない変形が実質的に発生しない。
【００２１】
　同じことは、連続炉の別の実施形態により出口区域が少なくとも１つ設けられ、そこで
印刷版が最大焼き付け温度から最大１５０℃に、好ましくは最大１００℃または最大６０
℃に、冷却される場合にも当て嵌まる。
【００２２】
　別の実施形態によると、連続炉の入口区域および出口区域が緩衝域または貯蔵域として
設計され、加熱または冷却対象の複数の印刷版を収容可能であることによって、連続炉の
性能を向上させることができる。
【００２３】
　最後に、別の実施形態によると、洗流装置が設けられる。この洗流装置は出口区域の出
口側に設けられ、そこで印刷版は液状の洗流媒体によって洗流され、更に冷却される。印
刷版は効率的かつ完全に、例えば室温まで、冷却され、同時に洗流ステーションによって
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洗浄可能である。
【００２４】
　更に、図面に関連付けて複数の例示的実施形態に基づき、本発明をより詳細に説明する
。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】印刷版支持体を略斜視図で示す。
【図２】不連続に作動する連続炉の一例示的実施形態を略断面図で示す。
【図３】同様に、バッチ炉を用いた本発明による方法の第２の例示的実施形態を概略図で
示す。
【図４】入口および出口区域を有する不連続に作動する連続炉を略断面図で示す。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　図１には、通常は矩形の形状を有する印刷版１が略斜視図で示されている。使用される
判型は、通常、幅が少なくとも３００ｍｍ、長さが少なくとも１０００ｍｍである。大判
印刷版１は、幅が少なくとも１０００ｍｍ、長さが少なくとも２０００ｍｍであることが
好ましい。一般的な大判印刷版は、例えば以下の幅対長さ比を有する。すなわち、１３５
０ｍｍ×２８００ｍｍ、または１６００ｍｍ×２９００ｍｍである。この点に関して、印
刷版１は、印刷版支持体として厚さ０．１ｍｍ～０．５ｍｍのアルミニウムまたはアルミ
ニウム合金板金から成る。印刷版１は、焼き付けが必要なコーティング、例えば感光性コ
ーティング、をこの支持体上に備える。
【００２７】
　この現象を調べるために、従来の方法で焼き付けが行われた印刷版１を最初に調べる。
このとき、印刷版は最初に複数の測定表面に分割され、これら表面における印刷版の金属
の温度が、例えば高温計によって、測定された。これら温度は、焼き付け工程中、加熱工
程中、更には冷却工程中、に測定された。次に、印刷版の対応する各領域の弾性および塑
性変形が温度曲線に基づきシミュレートされ、板金に発生して印刷版の表面にわたって分
散した応力がこれから求められた。これから算出された各変形を実際に発生した変形と比
較することによって、印刷版について設定される温度プロファイルに関して結論を引き出
すことができる。
【００２８】
　印刷版の金属温度の長手方向Ｌにおける温度分布は、変形を制限するために加熱中およ
び冷却中のどちらにおいても４０ｃｍの距離にわたって最大４０℃の温度差を含んでもよ
いことが分かった。この温度差を超えると、焼き付け工程後の印刷版のプレストレスがよ
り大きくなり、ひいては印刷版の不可逆的な変形を招く。この変形は、望ましくない大き
な波打ち形成および印刷版の不合格品化を招く。
【００２９】
　同時に、印刷版は横方向Ｑの、したがって長手方向に垂直な、温度差に対して著しくよ
り敏感に反応するので、望ましくない大きな波打ち形成を招かないように、長手方向に垂
直な温度差を１０℃未満に維持する必要があることが確認された。波打ち形成を減らすこ
とができるように、焼き付け工程中または冷却工程中の長手方向を横切る方向の最大温度
差は５℃、特に好ましくは最大２℃である。
【００３０】
　これを実現するために、焼き付けを連続炉において不連続に実施することができる。こ
の目的のために、図２は、例えば、不連続に作動する連続炉３を示す。この目的のために
、印刷版１は移送手段２で焼き付け区域４内に移送され、そこで初めて印刷版１の加熱が
開始される。移送手段２は、例えば、印刷版を焼き付け区域内に移送するために不連続に
作動可能なワイヤベルトコンベアとして、設計可能である。連続炉の焼き付け区域４は、
少なくとも印刷版１自体と同じ大きさである。印刷版が連続炉３の焼き付け区域内に配置
されると、ワイヤベルトコンベア２は、印刷版１の焼き付けが完了するまで、移送プロセ



(8) JP 6348663 B2 2018.6.27

10

20

30

40

50

スを中断する。ワイヤベルトコンベア２は、印刷版１の不均一な加熱または熱放散を回避
するために、少なくとも印刷版１との接触領域において特に低い熱伝導率を有する材料を
備えることもできる。特に、印刷版１と接触する移送手段２の接触面は、対応する材料を
備える。接触面は、例えば、熱伝導率が１Ｗ／ｍＫ未満の耐熱性エポキシ樹脂から成る。
移送手段２の接触面は、印刷版１との接線接触点が１つだけになるような半径をその断面
に備えることもできる。印刷版１への接触が表面積の点で極めて小さいことも、印刷版１
からの熱放散の減少に関してプラスの効果を有する。
 
【００３１】
　ワイヤメッシュによって印刷版１への特に小さな接触面を保証するワイヤベルトコンベ
ア２が移送手段として使用されることが好ましい。ワイヤベルトコンベア２は、印刷版１
を焼き付け炉３の焼き付け区域４内に搬送する。印刷版が焼き付け区域４内に配置される
や否や、ワイヤベルトコンベア２の速度はゼロに下げられ、次に焼き付け区域４において
印刷版１の焼き付けが実質的に静止状態で行われる。印刷版の実質的に静止状態での焼き
付け後、印刷版はワイヤベルトコンベアによって焼き付け区域４から高速で取り出され、
その表面全体にわたって冷却される。したがって、焼き付け炉３または連続炉３の不連続
作動は、対応する方法で作動可能なワイヤベルトコンベア２によって保証される。
【００３２】
　ただし、不連続に作動可能な他の移送手段の使用も考えられる。
【００３３】
　上記のように、加熱手段４’による印刷版１の加熱は、印刷版１が連続炉３の焼き付け
区域４内に位置付けられているときにのみ行われることが好ましい。例えば、放射および
対流加熱の組み合わせによって、印刷版を特に有効に、しかも均質に、加熱することがで
きる。横方向には極めて小さな温度差しか許容されないので、焼き付け工程の良好な温度
制御が重要な役割を果たす。連続炉３の焼き付け区域４内での印刷版１の位置付けは、最
大１分以内、最大３０秒以内、または好ましくは最大２０秒以内、特に好ましくは最大１
０秒もしくは５秒以内、に行われることが好ましい。移送手段は、印刷版１の形状または
サイズに適合した移送速度を保証する必要がある。焼き付けの継続中、印刷版１は連続炉
内に留まっているので、連続炉３は不連続に作動される。
【００３４】
　２１０℃～３２０℃または２２０℃～３００℃の焼き付け温度が１分～１５分、好まし
くは２分～１０分、維持され、その後、印刷版１は冷却される。この目的のために、印刷
版１は移送手段上に、ここでワイヤベルトコンベア上に、留まっていることが好ましい。
この場合、移送手段は、印刷版１と共に、同時に冷却媒体５によって対流式に冷却される
。この冷却工程も、印刷版全体が同時に均質に冷却されるように、制御された方法で実施
される。長手方向Ｌに維持されるべき温度差は４０ｃｍにわたって最大４０℃、または長
手方向に垂直な横方向Ｑでは１０℃、好ましくは５℃、特に好ましくは２℃、であり、さ
もなければ不必要な大きな波打ち形成が起こり得ることが分かった。これらの措置によっ
て、印刷版１の焼き付け後の波高を著しく６ｍｍ未満に減らすことができる。これにより
、焼き付け後の印刷版の不合格品化が著しく減り、これによってのみ、印刷版の使用があ
る程度まで可能になる。
【００３５】
　印刷版上の温度に関する本発明による仕様を維持するには、焼き付け装置を調整するた
めに、印刷版の温度を表面全体にわたって工程中少なくとも１回測定する必要がある。こ
の目的のために、高温計による温度測定が工程中に行われる。印刷版の温度は、焼き付け
炉または連続炉３内への印刷版の挿入中に既に測定されている必要がある。この場合、本
発明により必要とされる温度差が加熱中および焼き付け中に維持されるように、加熱手段
４’をその熱出力に関して調整する必要がある。同じことは、冷却工程のためにも実施さ
れ、例えば、冷却媒体のスループット率を調整する必要がある。加熱手段の、必要であれ
ば更に冷却手段の、表面要素当たりの加熱出力／冷却出力に関する調整は、存在する諸条
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件に極めて固有であり、したがってこれら諸条件に個々に適合化させる必要がある。本発
明による方法は、印刷版の焼き付け用システムのパラメータに関係なく、印刷版の望まし
くない変形の著しい低減を保証する。
【００３６】
　図３は、複数の印刷版１を挿入可能なバッチ炉６を用いた、本発明による方法の別の例
示的実施形態を模式的に示す。バッチ炉６を用いることによって焼き付け工程の容量を増
やすことができ、したがって、バッチ炉６内に配置された全ての印刷版１を極めて均質か
つ均一に加熱することができる。この目的のために、複数の印刷版１はバッチ炉６内に通
常は垂直に配置される。その後、冷却媒体５による冷却工程が行われる。移送手段２に配
置された複数の印刷版１が冷却媒体５によって同時に冷却されることが好ましい。
【００３７】
　本発明による温度差を維持しながらコーティングの焼き付けのための印刷版の加熱工程
および冷却工程がバッチ炉内で行われると、焼き付け工程後の印刷版のプレストレスが著
しく減り、望ましくない変形のサイズが大幅に縮小される。
【００３８】
　図４は、何れの場合も入口区域７と出口区域９とを備えた、不連続に作動可能な連続炉
３を有する装置を示す。複数の印刷版１は、貯蔵域または緩衝域として設計された入口区
域７において最大１５０℃の温度に加熱され、ワイヤベルトコンベア２を用いて入口区域
から焼き付け区域４内に搬送される。入口区域７に貯蔵することによって、加熱工程をゆ
っくり行うことができる。また、印刷版が連続炉３の焼き付け区域４を離れるや否や、予
熱された印刷版１が既に利用可能になっており、出口区域８に移送される。複数の印刷版
１は、出口区域９において慎重に冷却可能である。出口区域９は、同様に緩衝域または貯
蔵域として設計され、上記温度差を超えることなく複数の印刷版１を収容できる。その後
、印刷版１は洗流装置９に移送され、そこで印刷版は洗浄され、同時に更に冷却される。

【図１】

【図２】

【図３】
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